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１．はじめに 

 2008年の「地域における歴史的風致の維持及び向

上に関する法律」（歴史まちづくり法）制定を受け、

全国各地で地域固有の歴史と文化を活かした「歴史

まちづくり」が活発化している。法律に基づく認定

を受けた市町村では、国の支援の下、歴史的風致の

維持・向上に努めてきた。法施行から6年間で49の認

定都市が誕生し、様々な歴史まちづくりの取り組み

が展開する中、各認定都市がこれまで培ってきた歴

史まちづくりのアイデアやノウハウの共有が求めら

れている。こうした動きを受け、国総研では、各認

定都市の歴史まちづくりに関する情報を一元的に集

約したデータベースの構築に取り組んできた。 

２．歴史まちづくり情報サイトの開設 

 データベースの情報は、歴史まちづくり法の運用

改善をはじめ、歴史まちづくりの普及・促進へ役立

てるべく、2015年7月にウェブサイトを開設し、一般

公開している。各認定都市のページでは、基本情報

や歴史的風致の概要、各種制度の運用状況等を整理

した。また、各認定都市が進めている整備事業や保

存に取り組んでいる建造物等に関する情報を横断的

に検索できるよう、情報検索のページを設けた。 

 

図－１ ウェブサイトのメイン・メニュー 

 

図－２ 各認定都市のページ（例：岐阜市） 

 

図－３ 情報検索のページ（例：事業検索） 

３．今後の展開 

現在、本ウェブサイトの利用促進に向けて、各認

定都市や申請検討中の地方公共団体へ説明を行うな

ど、技術的支援を展開している。本ウェブサイトの

利用を通じ、地域の魅力向上や観光振興の促進が期

待される。今後は、土木施設等に係る伝統的工法の

保全・活用を通じた地域づくりのスキームの検討や、

PDCAサイクルの導入も視野に入れた歴史まちづくり

の効果の評価にも取り組んでいく予定である。 

【歴史まちづくり情報サイト】 

http://www.nilim.go.jp/lab/ddg/rekimachidb/ 

【参考】 

西村亮彦：歴史まちづくり情報サイトの開設・歴史的風致

の維持向上に効果的な土木施設等の整備手法に関する調
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災害時のTEC-FORCE等専門家派遣及び技術支援活動状況 

 

１．はじめに 

近年、自然的インパクトが局地化・集中化・

激甚化していることは既に認識され、ハー

ド・ソフト対策を総合し、被害を最小化する

ための取組みがより一層強く推進されてきて

いる。そのうち、有力な手段の一つとして、

国土交通省は平成20年にTEC-FORCE（緊急災害

対策派遣隊）を創設し、被害の発生・拡大の

防止や被災地の早期復旧等を目的として、そ

の活動を積み重ねてきている。 

 

２．国総研のTEC-FORCE等活動 

 国総研に設置されたTEC-FORCEは、日々の研

究等による蓄積をバックボーンに、判断がよ

り複雑あるいは難しい事象や被害を主な対象

とした『高度技術指導班』として活動する。

主な役割は被害状況の調査や施設の安全性評

価に加え、二次災害防止のための高度な判断

に基づく助言などである。 

 平成27年9月関東・東北豪雨では、鬼怒川の

被災現場を始め、土石流発生現場や道路被災

現場などに、それぞれの被災に対応する分野

の専門家を派遣した。 

 TEC-FORCEとしての活動以外にも、被災地の

地方公共団体や地方整備局等からの要請に対

し、迅速に専門家を派遣し、技術的支援活動

を継続している。また、自主調査も積極的に

行い、防災・減災に関する技術力向上のため

の活動も行なっている。 

 

３．活動の貢献への評価  

平成26年8月に広島市で発生した土砂災害で

は、未明の発生の数時間後には現地へ移動を

開始し、その日のうちに現地調査を実施した。

その後、自衛隊、警察、消防による救助活動

の可否に関する技術的助言や、住民や地方公

共団体や地方整備局等からの相談に、専門家

として積極的に対応した。この活動が評価さ

れ、平成27年12月に、国総研のTEC-FORCE隊が

国土交通大臣表彰を受けた。 

表 平成27年度 専門家の派遣実績（平成28年1月時点） 

対象災害 派遣日 派遣場所 派遣の位置付け 所  属 

ネパール国 
復興支援調査 

5月 20日 
～7月 15日 

ネパール国 （独）国際協力機構要請 

都市研究部 
部   長 金子 弘 
都市研究部都市施設研究室 
室   長 新階 廣恭 

６月１０日から続く 
梅雨前線等 

6月 19日 
鹿児島県鹿児島市 
吉野町 

九州地整要請 
道路構造物研究部道路基盤研究室 
主任研究官 谷川 征嗣 

6月 30日 
～7月 1日 

鹿児島県垂水市 
二川深港地内 

鹿児島県要請 
土砂災害研究部土砂災害研究室 
室   長 國友 優 
研 究 員 鈴木 大和 

台風１２号 7月 24日 徳島県阿南市 自主調査 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
研 究 官 笹岡 信吾 
河川研究部水害研究室 
主任研究官 山本 昌 

台風１２号による 
大雨等 

7月 28日 
秋田県大仙市 
清水字金鐙地内 

秋田県要請 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
研 究 官 笹岡 信吾 

台風第１８号及び第
１７号による大雨等 
（平成 27 年 9 月関
東・東北豪雨） 

9月 11日 茨城県常総市 TEC-FORCE 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
研 究 官 笹岡 信吾 
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9月 12日 茨城県常総市 自主調査 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
主任研究官 山本 陽子 
研 究 員 中村 賢人 

9月 14日 
～9月 18日 

茨城県常総市 自主調査 

河川研究部河川研究室 
研 究 官 鈴木 宏幸 
研 究 官 笹岡 信吾 
研 究 官 鈴木 淳史 
研 究 官 竹中 裕 

9月 15日 
茨城県常総市 
（上三坂地先、 
若宮戸地先） 

自主調査 

河川研究部河川研究室 
主任研究官 山本 陽子 
河川研究部水循環研究室 
研 究 官 猪股 広典 
研 究 官 大谷 周 
河川研究部水害研究室 
主任研究官 山本 晶 
研 究 官 細田 悟史 
研 究 官 湯浅 直美 

9月 15日 
栃木県日光市 
湯西川 

栃木県要請 

道路構造物研究部道路基盤研究室 
室   長 藪 雅行 
主任研究官 谷川 征嗣 
研 究 官 榎本 忠夫 

9月 16日 茨城県常総市 自主調査 

河川研究部水害研究室 
室   長 伊藤 弘之 
主任研究官 山本 昌 
研 究 官 湯浅 直美 
建築研究部 
建築災害対策研究官 奥田 泰雄 
建築研究部材料・部材基準研究室 
主任研究官 中川 貴文 

9月 15日 
～9月 16日 

栃木県日光市 
芹沢地区 

関東地整要請 

土砂災害研究部砂防研究室 
室   長 桜井 亘 
土砂災害研究部土砂災害研究室 
主任研究官 松下 一樹 

9月 16日 
宮城県大崎市古川
西荒井地内 

宮城県要請 
河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 

9月 29日 

栃木県栃木市都賀
町臼久保 
栃木県日光市小
百、川治温泉川治 

栃木県要請 
道路構造物研究部道路基盤研究室 
室   長 藪 雅行 
研 究 官 東 拓生 

10月 8日 茨城県坂東市 茨城県要請 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
研 究 官 笹岡 信吾 

チリ中部沖地震 
・津波災害 

9月 20日 
～9月 27日 

チリ国（コキンボ
～バルパライソ周
辺の沿岸部） 

国立研究開発法人 
港湾空港技術研究所 

沿岸海洋・防災研究部 
沿岸防災研究室 
主任研究官 本多 和彦 

台風 23 号 

10月 13日 
～10月 14
日 

北海道根室市 自主調査 

沿岸海洋・防災研究部 
沿岸防災研究室 
室   長 淺井 正 
主任研究官 内藤 了二 

10月 17日 北海道大空町 北海道要請 

河川研究部河川研究室 
室   長 服部 敦 
主任研究官 森 啓年 
研 究 官 笹岡 信吾 

長野県南佐久郡 
小海町土砂災害 

12月 3日 長野県佐久郡 長野県要請 
土砂災害研究部土砂災害研究室 
主任研究官 松下 一樹 

国道 410号広岡地
先松丘隧道モルタ
ル片剥落事故 

12月 24日 千葉県君津市 千葉県要請 

道路構造物研究部 
部   長 真下 英人 
道路構造物研究部構造・基礎研究
室 
室   長 間渕 利明 
主任研究官 稲本 義昌 

愛媛県松山港由良
地区の桟橋沈下 

1月 12日 愛媛県松山市 愛媛県要請 
港湾研究部 
港湾新技術研究官 藤井 敦 

※災害直後の緊急的対応のみを掲載し、その後継続的に行われた応急復旧・本復旧に関する技術支援等は省略している。 
※派遣者欄には、該当する国総研職員のみを記載している（所属・官職は派遣時のもの） 
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